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研究要旨 

目的：本研究の目的は、平成 27 年 12 月に施行されたストレスチェック制度について、１）制度の導

入による労働者の健康状態や職場環境改善への効果について評価すること、２）制度の運用上の課題を

明らかにし、効果的な実施上の工夫を検討し提案することである。 

方法： 【１．ストレスチェック制度の評価】１）労働者約 4000名のコホートによりストレスチェック

制度の実施状況および制度の効果を評価した。２）454 事業場の追跡調査により法制度施行後のストレ

スチェック制度の実施状況、ストレスチェック制度の実施と職場のメンタルヘルスに対する事業者の意

識や活動との関連、および費用を検討した。３）平成 25 および 27 年、平成 28 年労働安全衛生調査の

個票データを用いてストレスチェックおよび職場環境改善と仕事関連ストレスとの関連を検討した。

４）4事業場を対象にストレスチェック制度の実施状況と効果を検討した。【２．ストレスチェック制度

の実施上の工夫】１）教育研修、ストレスマネジメントの工夫のために個別面接支援マニュアルのクイ

ック版を作成し、モデル事業所で試行してその効果評価を行った。２）ストレスチェック制度を利用し

た職場環境改善スタートのための手引きの作成、ストレスチェック制度における職場環境改善の工夫の

ための参加型職場環境改善のマニュアルの開発を行った。３）厚生労働省が示す職業性ストレス簡易調

査票を用いた高ストレス者の抽出基準について、労働者の抑うつ症状もしくはメンタルヘルス不調の発

症に関する予測妥当性と調査集団における高ストレスのインパクトを、教育機関における約 1 年間の前

向きで検討した。４）ストレスチェック制度における医師による面接指導およびその後のフォローアッ

プの効果的な進め方について検討を行い、そのガイドラインを作成した。

結果： 【１．ストレスチェック制度の評価】１）ストレスチェック後の職場環境改善は２年間の労働

生産性の増加と有意な関連性を示した。２）ストレスチェック制度施行後の２年目にストレスチェック

を実施した事業場、職場環境改善活動は１年目から増加した。ストレスチェック制度の費用は１年目と

ほぼ同一であった。３）平成 25、27 年労働安全衛生調査に基づく連続横断研究では、ストレスチェッ

クかつ職場環境改善の実施の場合に仕事関連ストレスが有意に少なかった。平成 28 年労働安全衛生調

査に基づく横断研究でも、ストレスチェック後の職場環境改善は労働者の仕事関連ストレスの有無と有

意な負の関連を示した。４）集団分析を実施しながらも職場環境改善活動が実施されなかった事業場で

は、制度の導入によって労働者の心理的な負担の軽減は見られなかった。【２．ストレスチェック制度

の実施上の工夫】１）個別面接支援マニュアルを用いた保健師・看護師 3 名による面接を受けた 45 名

のストレッサーとストレス反応が低減し，社会的支援，満足度が向上した。２）「ストレスチェック制

度を利用した職場環境改善スタートのための手引き」および「いきいき職場づくりのための参加型職場

環境改善の手引き」を完成した。３）抑うつ症状発症もしくはメンタルヘルス関連疾患の発症に対する

高ストレス判定のオッズ比は 5.1 であった。４）「ストレスチェック制度における医師による面接指導の

ヒント集」を完成させた。

結論：ストレスチェック制度施行２年目にも、実施事業場の割合および受検率は高く、医師面接の割合

は低かった。職場環境改善の実施は増加傾向にあり、労働者の仕事関連ストレスの軽減、生産性の向上

に効果がある可能性が示された。現在推奨されている高ストレス者の判定法の妥当性が異なる対象者で

も再確認された。セルフケア支援、職場環境改善（導入版と参加型職場環境改善）、医師による面接指

導のマニュアルあるいはヒント集が完成した。今後の課題として、①ストレスチェック後の職場環境改

善の普及、特に効果的な手法の普及、ツール開発、ファシリテータ研修の普及、②結果通知、ストレス

マネジメントの情報提供の改善、③高ストレス者に対して医師面接の実施率を向上させる、あるいは法

定外の健康相談を推奨する取り組み、④中規模事業場での取り組みを推進する方策があげられた。
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Ａ．はじめに 

本研究の目的は、平成 27 年 12 月に施行され

た改正労働安全衛生法に基づくストレスチェッ

ク制度について、（１）制度の導入による労働者

の健康状況や勤務環境の変化（例えば、高ストレ

ス者の状況、メンタルヘルス不調による休職等の

状況、職場環境の変化、事業者の意識の変化、労

働生産性の向上等）への効果について評価を行う

こと、（２）制度の運用上の課題を明らかにし、

効果的な実施上の工夫を検討し提案することで

ある。 

 本研究では、全国代表サンプルによる労働者と

事業場のコホートを新たに立ち上げると同時に、

本制度の開始前（平成 27 年度）、開始後２年（平

成 28、29 年度）にわたる変化を、事業場規模・

雇用条件別の労働者の健康、生産性から事業者の

意識まで多面的に評価した。労働安全衛生調査、

既存の事業場におけるコホートを利用した効果

評価も実施した。平成 29 年度には、ストレスチ

ェック制度の多面的な実施状況および効果評価

の結果を明かにし、よりよい制度への提言を行う。

またストレスチェック制度の実施上の工夫のた

めのマニュアルを成果物として作成する。 

 

Ｂ．対象と方法 

１．ストレスチェック制度の効果評価 

１）全国調査による制度評価：労働者調査（主任

研究者、川上憲人） 

ストレスチェック制度の施行前に調査に回答

した全国の労働者約 4000 名のコホートを利用し

て制度施行後２年が経過した 2017年 12月初旬に

追跡調査を実施し、ストレスチェック制度の実施

状況および心理的ストレス反応および生産性へ

の効果を評価した。 

インターネット調査会社に登録している日本国

内常勤労働者 3915 名が 2015 年 12 月ないし 2016

年 2月にベースライン調査に回答した。制度施行

１年後の 2016年 12月初旬に１年目調査を実施し、

2,599 名（66.4％）から回答を得た。うち常勤で

雇用されていた者対して、2017年 12月 1-10日に

2 年目調査を実施した。１，２年目調査では過去

１年間のストレスチェック制度の実施状況につ

いてたずねた。また労働者の心理的ストレス反応、

労働生産性、疾病休業、医療費を測定した。制度

の実施状況、労働者からみた有用性を集計した。

アウトカムの変化に対するストレスチェックの

受検、職場環境改善、医師面接の影響を、前値お

よび基本属性を調整して解析した。 

２）全国調査による制度評価：事業場調査（主任

研究者、川上憲人） 

平成 29 年度は前年度調査に回答した事業場へ

の追跡調査を行い、法制度施行後２年目のストレ

スチェック制度の実施状況、ストレスチェック制

度の実施と職場のメンタルヘルスに対する事業

者の意識や活動との関連、および費用を検討した。 

平成 27年 11月～平成 28年 2月に 50人以上の

労働者を雇用する企業 4500 社を対象として、郵

送法によるベースライン調査を実施し、この回答

事業場 454件に対して平成 29年 1～3月に郵送法

による１年目の追跡調査を実施し 316件から回答

を得た。今回はこの事業場にさらに２年目の追跡

調査を行った。調査票では、事業場の基本的属性、

ストレスチェックの実施状況、職場のメンタルヘ

ルスに関する事業者の意識、実態、対策の実施、

ストレスチェック制度に関わる費用について質

問した。 

３）ストレスチェック、および職場環境改善の実

施と労働者の仕事関連ストレスとの関連：平成 25、

27 年労働安全衛生調査に基づく連続横断研究（研

究協力者、渡辺和広） 

本研究は、平成 25 および 27 年の労働安全衛生

調査 (実態調査) の個票データを二次解析して、

日本の事業場において実際に取り組まれている

ストレスチェック、および職場環境改善と労働者

の仕事関連ストレスとの関連を検討することを

目的とした。 

厚生労働省が実施した 2年分の調査データを用

いて、日本全国から無作為抽出された 3,724 事業

所、および労働者 35,545 名を対象とした。曝露

要因として、事業所でストレスチェック、および

職場環境改善を実施しているか、アウトカムとし

て、労働者の仕事関連ストレスの有無、およびそ

の内容数を尋ねた。解析はマルチレベルロジステ

ィック回帰分析 (二項、多項) を実施した。サブ

グループ解析として、事業所規模、および性別に

よる層別解析を実施した。 

４）法定ストレスチェック、およびストレスチェ

ック後の職場環境改善の実施と労働者の仕事関

連ストレスとの関連：平成 28 年労働安全衛生調

査に基づく横断研究 

本研究は、ストレスチェック制度施行後に実施

2



 

 

された平成 28年の労働安全衛生調査 (実態調査) 

の個票データを二次解析して、労働安全衛生法に

基づくストレスチェック、およびストレスチェッ

ク後の職場環境改善の実施と労働者の仕事関連

ストレスとの関連を検討することを目的とした。 

 厚生労働省が実施した調査データを用いて、日

本全国から無作為抽出された 1,920事業所、およ

び労働者 18,025 名を対象とした。曝露要因とし

て、事業所で法定のストレスチェック、およびス

トレスチェック後の職場環境改善を実施してい

るか、アウトカムとして、労働者の仕事関連スト

レスの有無、およびその内容数を尋ねた。解析は

マルチレベルロジスティック回帰分析 (二項、多

項) を実施した。サブグループ解析として、事業

所規模、および性別による層別解析を実施した。 

５）既存コホートを活用したストレスチェック制

度の効果評価（分担研究者、井上彰臣） 

本研究は、平成 27年 12月 1日より義務化され

た「ストレスチェック制度」の導入による労働者

の健康状況や勤務環境の変化（高ストレス者の状

況、メンタルヘルス不調による休職等の状況、職

場環境の変化、労働生産性の向上等）を定量的に

評価し、「ストレスチェック制度」が労働者のメ

ンタルヘルス不調の未然防止（一次予防）に寄与

しているかを明らかにすることを目的とする。3

年計画の最終年度である今年度は、初年度の調査

で「ストレスチェック制度」導入前における労働

者の心理的な負担の程度を把握した 4事業場のう

ち、同意の得られた 3事業場（情報サービス業の

本社および支社、製薬業の本社）を対象に、「ス

トレスチェック制度」導入から 1年が経過した時

点における労働者の心理的な負担の程度を把握

した。 

 

２．ストレスチェック制度の実施上の工夫 

１）教育研修、ストレスマネジメントの工夫の検

討（分担研究者、島津明人） 

本研究の目的は，ストレスチェックに連動した

教育研修，ストレスマネジメントの工夫の検討を

行うことである。3 年目の平成 29 年度では，平成

28 年度に作成した個別面接支援マニュアル（バー

ジョン 1）のうち主要な内容を抽出したマニュア

ル（バージョン 2）を作成し，ストレスチェック

実施後にマニュアルを活用した面接をモデル事

業所で実施してその効果評価を行うとともに，専

門家からの意見を収集し，マニュアルをバージョ

ン 3 として完成させることを目的とした。 

バージョン 2（クイック版）作成時には，平成

28 年度に産業保健職を対象としたアンケートで

ニーズが高く，かつ個別面接場面で必要性が高い

と思われた第 3 章（ストレスチェック結果の読み

取り方と面談・相談対応の進め方）と第 4 章（プ

ロフィールのパターンによるストレスチェック

結果の解釈）を抽出し，これらの内容を解説編と

事例編に配置する構成とした。 

２）職場環境改善の工夫の検討 

（１）ストレスチェック制度を利用した職場環境

改善スタートのための手引きの作成（分担研究者、

小田切優子） 

ストレスチェック制度はメンタルヘルス不調

の未然防止（一次予防）を目的としたものであり、

各事業場がストレスチェックの結果を活かして

職場環境改善にとりくむことが期待されている。

しかしながら、職場環境改善は重要だと思うもの

の難しそうだ、なかなかそこまで手が回らない、

という声も多いことから、ストレスチェックの実

施から職場環境改善へのハードルを低くする一

助となることを目的に、手引きの作成を行った。 

（２）職場環境改善の工夫の検討（3 年間の 3 年

目）（分担研究者、吉川 徹） 

 本研究ではストレスチェック制度における職

場環境改善の工夫のための参加型職場環境改善

のマニュアルを開発した。（１）２つのモデル事

業場における職場環境改善の介入調査を行い、職

業性ストレス簡易調査票（57項目）等を用いて前

後比較を実施、ストレスチェック制度を活用した

職場環境改善の取り組みの工夫の視点を検討し

た。（２）ファシリテータ研修の参加者を対象に、

ストレスチェック制度運用に関する現状と課題

および職場環境改善を実施する際の工夫に関し

て検討した。（３）職場環境改善の工夫について

良好事例収集を行なった。 

３）科学的根拠によるストレスチェック質問票と

判定基準の設定（分担研究者、堤 明純） 

本研究の目的は、職業性ストレス簡易調査票に

ついて、メンタルヘルス不調の予測妥当性、スト

レス対策の効果の観点から、効率的に高ストレス

者を判定できる項目と基準を検討すること、およ

び、職場環境改善のための職場のストレス評価の

効果的な方法を検討することにある。最終年度に

当たる平成 29 年度は、厚生労働省が示す職業性

ストレス簡易調査票を用いた高ストレス者の抽

出基準について、労働者の抑うつ症状もしくはメ

ンタルヘルス不調の発症に関する予測妥当性と

調査集団における高ストレスのインパクトを、教

育機関における約 1 年間の前向きで検討した。 

４）ストレスチェック制度における医師による面

接指導およびフォローアップのあり方に関する

研究（分担研究者、廣 尚典） 

本研究の目的は、ストレスチェック制度におけ

る医師による面接指導およびその後のフォロー

アップの効果的な進め方について検討を行い、そ

のガイドラインを作成することである。３年目に

あたる平成 29 年度は、前２年間の研究によって
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作成したガイドラインの骨子について、以下の検

討を行った。まず、現在産業医活動に従事してい

る医師会所属の医師に対して、ガイドラインの骨

子の各項目について重要性と実施可能性を質問

票調査によって確認した。64 名から返信があり、

すべての回答がなされていなかった 1 名を除く、

63名の回答を集計、解析した。次に、その結果を

もとにして、現在産業医業務を主な職務としてい

る医師および産業精神保健活動に関わっている

精神科医を対象としたグループ討議による聞き

取り調査を行い、ガイドラインの骨子の各項目に

ついて、特に強調すべき点、留意すべき点などを

まとめた。 
 

Ｃ．結果 

１．ストレスチェック制度の効果評価 

１）全国調査による制度評価：労働者調査 

2016年 12月追跡調査の回答者（2599名）に対

して調査を行い、2060名から回答を得た。無職者

74 名を除外した有職者は 1986 名であり、うちフ

ルタイム労働者は 1936名であった。 

ストレスチェックの実施があったのは 50%、受

検率は 92%、高ストレス者は受検者の 19％、高ス

トレス者のうち医師面接の申し出は 15％、ストレ

スチェック後の職場環境改善は 3％の回答者から

報告があった。それぞれの実施状況は、性別、年

齢、職種、地域などで偏りがあった。ストレスチ

ェック制度の各プログラムへの有効性の評定は、

医師面接、職場環境改善で 50％以上と高かった。

有用性は女性、若年層で低い傾向にあった。スト

レスチェックを受検しなかった理由は「時間がな

い」「必要性を感じなかった」が多かった。医師

面接を受けなかった理由は「必要性を感じなかっ

た」、「どのように役立つのかが分からなかった」

が多かった。ストレスチェックにおける不利益取

扱は回答者の１％が報告していた。 

ストレスチェックの受検、職場環境改善は２年

間の心理的ストレス反応の改善に有意な効果を

示さなかった。しかしストレスチェック後の職場

環境改善は２年間の労働生産性の増加と有意な

関連性を示した。 

２）全国調査による制度評価：事業場調査 

追跡調査への回答数は 252件（追跡率 79.7％）

であった。ストレスチェック制度施行後の２年目

にストレスチェックを実施した事業場は 90％と

１年目から増加した。産業医等、精神科医等、看

護師・保健師が事業場内にいる場合にストレスチ

ェック制度が実施される傾向にあった。ストレス

チェックの受検率は約８割の事業場で 80％以上

であった。高ストレス者の頻度は、10％以上 20％

未満、5%以上 10％未満との回答が多かった。高ス

トレス者のうち医師の面接指導実施者の割合は、

5%未満が半数以上を占めていた。ストレスチェッ

ク後の職場環境改善活動は 44％が実施し、１年目

と比べて増加した。ストレスチェック制度を継続

あるいは２年目に開始した事業場では、未実施の

事業場にくらべてメンタルヘルス対策への意識

向上と心の健康づくり計画、職場環境改善、早期

発見と対応などの進展・開始がみられた。ストレ

スチェック制度の費用は従業員１人あたり中央

値で 1,666円であり、１年目とほぼ同一であった。

１年目と同様に、経費の半分がストレスチェック

の外注費であった。 

３）ストレスチェック、および職場環境改善の実

施と労働者の仕事関連ストレスとの関連：平成 25、

27 年労働安全衛生調査に基づく連続横断研究 

2,277 事業所 (回答率 61.1%)、および労働者

20,538 名 (回答率 57.8%) から回答を得た。事業

所におけるストレスチェック、および職場環境改

善の実施は、労働者の仕事関連ストレスといずれ

も有意な関連を持たなかった。しかし、重度の仕

事関連ストレス (ストレスの内容が 3 つ) に対し

ては、ストレスチェックと職場環境改善の交互作

用項が有意な負の関連を示した。また、女性にお

いても、ストレスチェックと職場環境改善の交互

作用項が、仕事関連ストレスと有意な負の関連を

示した。 

４）法定ストレスチェック、およびストレスチェ

ック後の職場環境改善の実施と労働者の仕事関

連ストレスとの関連：平成 28 年労働安全衛生調

査に基づく横断研究 

1,225 事業所 (回答率 63.8%)、および労働者

10,109 名 (回答率 56.1%) から回答を得た。事業

所における法定ストレスチェックの実施は、労働

者の仕事関連ストレスの有無と有意な正の関連

を示した。サブグループ解析においても、事業所

規模 50 名未満の事業所、および男性において有

意な正の関連を示した。一方、ストレスチェック

後の職場環境改善の実施は、労働者の仕事関連ス

トレスの有無と有意な負の関連を示した。サブグ

ループ解析においても、事業所規模 50 名以上の

事業所、および男性において、有意な負の関連が

認められた。 

５）既存コホートを活用した効果評価 

いずれの事業場においても、本制度の導入によ

って労働者の心理的な負担が軽減されたとは言

えなかった。その要因を詳細に検討することはで

きなかったが、努力義務である集団分析を実施し

ながらも、その結果に基づく安全衛生委員会での

審議や具体的な職場環境改善活動が実施されな

かったこと、人事異動に伴うメンバー構成の変化、

外部査察への対応に伴う業務の繁忙化などが結

果に影響を及ぼした可能性があり、今後、このよ

うな各事業場の背景事情を踏まえながら、「スト
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レスチェック制度」による効果評価を行う必要が

あると考えられた。 

 

２．ストレスチェック制度の実施上の工夫 

１）教育研修、ストレスマネジメントの工夫の検

討 

バージョン 2 を用いた保健師・看護師 3 名によ

る個別支援面接の結果，面接を受けた 45 名の面

接対象者のストレッサーとストレス反応が低減

し，社会的支援，満足度が向上するという望まし

い効果が得られた。さらに，産業保健の専門家か

らの意見収集では，マニュアルの扱う面談の種類，

収載内容，面接のポイント，著作権に関して質問

とコメントが得られ，これらの内容を反映して最

終版マニュアル（バージョン 3）を完成させた。 

２）職場環境改善の工夫の検討 

（１）ストレスチェック制度を利用した職場環境

改善スタートのための手引きの作成 

手引き作成のために、参加型アプローチを用い

た職場環境改善を学ぶための「いきいき職場づく

りファシリテータ研修」において、ストレスチェ

ック制度を念頭においた集団分析の活用方法等

に関する課題や工夫している点、職場環境改善の

進め方（つなぎ方）について意見交換の時間を設

け、情報を収集した。ストレスチェック制度から

職場環境改善の実施までを労働安全衛生の PDCA

で整理し、手引きの骨子とした。PDCAの各段階で

何をすると良いのか、To Do として示しチェック

をいれる形式とし、各段階での課題とそれを克服

するための工夫を紹介した。また、産業保健スタ

ッフや社会保険労務士、EAP 機関の担当者にイン

タビューを実施し、ストレスチェック制度の事業

場内での運用状況や集団分析結果の活用から職

場環境改善までの現状や手順について情報収集

し、良好事例として手引きに盛り込んだ。産業保

健の実務経験者の会で、作成された手引き案に対

する意見や提案を頂戴する機会を得て、必要な修

正を行い最終版とした。 

（２）職場環境改善の工夫の検討（3 年間の 3 年

目） 

これらの知見を元に、最終的に職場環境改善の

工夫に関するマニュアルとして、「いきいき職場

づくりのための参加型職場環境改善の手引き-仕

事のストレスを改善する職場環境改善のすすめ

方（改定版）」を開発した。本マニュアルは、「①

手引きの目的と使い方」「②ストレスチェック制

度と職場環境改善」「③職場環境改善の進め方」

「④こころの健康づくりに役立つ職場環境のと

らえ方」「⑤さらに詳しく知りたい方のために」

「⑥職場環境改善に用いるツール」の 6章構成と

した。特に、ストレスチェック制度については、

現場の良好事例を参考にして、ストレスチェック

の目的と法的位置づけ、改善主体別アプローチ、

職場準備状況をみきわめたアプローチについて

マニュアルの内容に含めた。また、職場環境改善

に用いるツールの章には、現業版とオフィス版の

２種類を作成した。 

３）科学的根拠によるストレスチェック質問票と

判定基準の設定 

男 893 人、女 1384 人の教育機関労働者を解析

した。104 人(4.6%)が高ストレス者と判定された。

ストレスチェック実施以後 275 人(12.1%)が、１

年間に抑うつ症状の発症もしくはメンタルヘル

ス関連疾患の診断を受けた。高ストレス者から 41

人(39.4%)、高ストレス者以外から 234 人(10.8%)

が抑うつ症状発症もしくはメンタルヘルス関連

疾患の診断を受けた。アウトカム発症に関する高

ストレスのリスクは、性、年齢を調整したオッズ

比 で 5.1(3.4 – 7.8) 、 集 団 寄 与 危 険 割 合 は

15.8%(9.7-23.8)であった。 

さらに、職業性ストレス簡易調査票以外の項目

の予測妥当性を検証するために、新職業性ストレ

ス簡易調査票を用いて１週間以上の疾病休業を

予測する項目の抽出を試みた。一部上場企業の製

造業において 2015 年２月に実施されたストレス

チェック受検者11730人（男性9553人、女性2177

人）を解析の対象とした。ストレスチェックの実

施以後、1 週間以上の休業を開始した者は 11 人

（受検者全体の 0.09%）であった。各尺度得点の

中央値をもってストレス群とそれ以外を分類し

たところ、当該事業場においては、情緒的負担、

役割葛藤、役割明確さ、成長の機会、新奇性、予

測可能性の項目群の不良なグループで統計学的

に有意に疾病休業が発生することを観察した。 

教育機関の労働者を対象とした検討で、ストレス

チェック制度実施マニュアルが示す判定基準で

判定される高ストレス者は、１年間の追跡期間で、

抑うつ症状もしくはメンタルヘルス不調を発症

するリスクが増加することが示された。さらに、

職業性ストレス簡易調査票の各尺度単位でも抑

うつ症状もしくはメンタルヘルス不調発症を予

測できることも確認できた。製造業の労働者を対

象とした検討で、新職業性ストレス簡易調査票の

うち、情緒的負担、役割葛藤、役割明確さ、成長

の機会、新奇性、予測可能性の項目群の不良なグ

ループで統計学的に有意に疾病休業が発生する

ことを観察した。 

４）ストレスチェック制度における医師による面

接指導およびフォローアップのあり方に関する

研究 

ストレスチェック制度における医師による面

接指導およびフォローアップのあり方に関する

ガイドラインを完成させた。なお、本ガイドライ

ンは、労働安全衛生法に基づくストレスチェック
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制度実施マニュアル」に沿って、実質的には医師

による面接指導が円滑かつ効果的に行えるため

のヒントをまとめており、実行されるべき事項を

記したものでなく、また系統的な形をとってもい

ないことから、「ストレスチェック制度における

医師による面接指導のヒント集」とした。 

質問票調査に載せた 37 項目は、「医師面接を希

望したことに対して、対象者に一言お礼の類を述

べる」を除いて、回答の半数以上が「重要である」

（「重要でありぜひ実施すべき」と「重要である

が行うのは難しい」を合算）を選択しており、ガ

イドラインに掲載する意義があると考えられた。 

 

Ｄ．考察 

１．ストレスチェック制度の実施状況 

ストレスチェック制度の実施率は 1年目調査か

ら 2年目調査にかけて増加した。受検率は引き続

き高く、高ストレス者のうち医師面接を受けた者

は少なかった。医師面接と職場環境改善に対する

労働者による有用性評価は高かった。ストレスチ

ェック後の職場環境改善は労働者の生産性の増

加に効果があると思われた。今後の課題として、

①結果通知、ストレスマネジメントの情報提供に

はさらなる工夫が望まれる。②ストレスチェック

後の職場環境改善を普及すること、特に効果的な

手法を普及させることが必要である。③医師面接

の実施率を向上させる取り組みが必要である。④

中規模事業場での取り組みを推進する方策が必

要である。 

事業場調査でも、法施行２年度にはストレスチ

ェックの実施率はいくらか増加した。しかしなお

未実施の事業場もあった。受検率、高ストレス者

の割合、面接指導実施者の割合は１年目と変化な

かった。ストレスチェック制度の実施にともない、

事業場の職場のメンタルヘルスに対する意識や

対策が促進されていると思われた。ストレスチェ

ック制度の費用は１年目とほぼ同一であり、スト

レスチェックの外注費が半分を占めていた。 

 

２．ストレスチェック制度の効果 

労働者の追跡調査からは、ストレスチェックの

受検のみでは労働者の心理的ストレス反応の改

善に効果はみられなかった。しかし、ストレスチ

ェック後の職場環境改善は２年間の労働生産性

の増加と有意な関連性を示した。 

平成 25、27 年労働安全衛生調査および平成 28

年労働安全衛生調査に基づく解析では、ストレス

チェックの実施は、労働者の仕事関連ストレスの

低減にはつながっていなかった。一方、ストレス

チェック後の職場環境改善の実施は、仕事関連ス

トレスを抱える労働者を減らす可能性がある。 

ストレスチェック制度の実施が義務付けられ

た４事業場では、本制度の導入によって労働者の

心理的な負担が軽減されたとは言えなかった。そ

の要因として、集団分析の結果に基づく具体的な

職場環境改善活動が実施されなかったことが１

つの可能性として考えられた。 

 以上から、ストレスチェック後の職場環境改善

が、本制度を通じて労働者のメンタルヘルスを改

善するために効果的な方法であることが示され

た。 

 

３．教育研修，ストレスマネジメントの工夫の検

討 

産業保健の専門家の意見，効果評価の結果を踏

まえ，最終的に解説編と事例編の 2 部から構成さ

れるマニュアル（バージョン 3）を完成させた。

本マニュアルは，少ないページ数でありながらも，

ストレスチェックのフィードバック結果を用い

た個別支援面接に必要な内容を網羅しており，ク

イック版のマニュアルとしては十分な包括性と

有用性を有していると言える。なお，本マニュア

ル（バージョン 3）は，収載内容を必要最低限に

絞ったクイック版である。したがって，面接実施

者は，面接前に，被面接者との具体的なやりとり

やセリフ，面接で使用する心理教育の資料やワー

クシートを収載したマニュアル本体（バージョン

1：島津・種市, 2016）を事前に学習しておくこと

で，個別支援面接の効果が高まるかもしれない。 

 

４．職場環境改善の工夫の検討 

本研究で作成した「職場環境改善スタートのた

めの手引き」は、職場環境改善に前向きに取り組

もうとしているあるいは取り組みを始めている

産業保健スタッフ等によるワークで得られた情

報を元に、素案について産業保健スタッフ等から

意見を頂戴して修正を行った。重要なポイントを

TODOの形で示すなどの工夫をした。しかしながら、

本手引きを事業場で使用する期間をとることが

できず、有用性については検証できなかった。今

後も改良を加え、使いやすくさらに有用な手引き

にしていく必要がある。 

一方、「いきいき職場づくりのための参加型職

場環境改善の手引き」は最も科学的根拠のある参

加型職場環境改善のマニュアルである。この手引

きは、モデル事業場での取り組み成果、ファシリ

テータ研修の成果、好事例収集結果を活用して、

マニュアルを作成された。昨年度までの研究から、

メンタルヘルス一次予防のための職場環境改善

がストレス指標ならびにプライマリアウトカム

の有意な変化を生じさせるには一定の時間が必

要なこと、また、包括的な職場環境改善の介入が

有効であることが指摘されている。今回の手引き

作成にあたっても、これらを考慮した。インタビ
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ュー調査でも、職場環境改善では、職場の話し合

いの場面をもち、職場の課題を同僚と共有し、共

感することが重要との意見があり、参加型職場環

境改善を丁寧に実施することの必要性があるこ

とを反映している。 

職場環境改善については、集団分析結果の活用

とともに、職場環境改善の支援ツールの開発と普

及、ツールを利用できる人材育成も必要である。

例えば、産業保健総合支援センター等のチャンネ

ルを通じたツールの普及や、事業外労働衛生機関

や事業者団体等と連携した職場環境改善ツール

の普及やファシリテータ研修の実施が望まれる。 

 

５．科学的根拠によるストレスチェック質問票と

判定基準の設定 

教育機関の労働者を対象とした検討で、ストレ

スチェック制度実施マニュアルが示す判定基準

で判定される高ストレス者は、１年間の追跡期間

で、抑うつ症状もしくはメンタルヘルス不調を発

症するリスクが増加することが示された。 

また職業性ストレス簡易調査票以外の項目に

ついても、製造業において新職業性ストレス簡易

調査票のうち、情緒的負担、役割葛藤、役割明確

さ、成長の機会、新奇性、予測可能性の項目群の

不良なグループで統計学的に有意に疾病休業が

発生することを観察した。当該事業場ではこの結

果を受けて、「感情面で負担になる仕事」の項目

を対策に取り上げることとなった。労働者の休業

リスクとして職業性ストレス簡易調査票以外の

要因がある可能性があり、事業場のニーズに応じ

た対策を立てることが重要であることが示され

た。 

 

６．ストレスチェック制度における医師による面

接指導およびフォローアップのあり方に関する

研究 

平成 27～29 年度の研究成果をもとに、「スト

レスチェック制度における医師による面接指導

のヒント集」（2018 年版）（面接指導ヒント集）

を作成した。 今後は、面接指導ヒント集を学術

学会、産業保健に関する研修会等で広く紹介し、

多くの職場で活用を検討してもらうとともに、そ

の使用結果についての情報を収集し、必要に応じ

て改訂を試みたい。 

ストレスチェック制度の実施状況および効果

を科学的な方法論で評価し、制度の課題および職

場環境改善の有効性を示した。「個別面接支援マ

ニュアル」、「ストレスチェック制度を利用した

職場環境改善スタートのための手引き」、「いき

いき職場づくりのための参加型職場環境改善の

手引き」、「ストレスチェック制度における医師

による面接指導のヒント集」を開発した。このヒ

ント集は、医師による面接指導を標準的に実施す

る参考資料となると期待される。 

 

７．今後の課題 

本研究では、ストレスチェック制度の実施状況

と効果、さらに制度をよりよく運用するための科

学的根拠と工夫のためのマニュアル等を開発し

た。これらに基づき、ストレスチェック制度がよ

り効果的に実施されることが期待される。 

制度を効果的なものとするための今後の課題

として、以下があげられる。 

１）職場環境改善の普及 

ストレスチェック制度により労働者のストレ

スや精神健康を改善するためには、ストレスチェ

ック後の職場環境改善を普及することが重要で

ある。本研究で開発された「職場環境改善スター

トのための手引き」は、職場環境改善をこれから

導入しようとする事業場にとって有用と思われ

る。一方、事業者がもっと職場環境改善に関心を

持つように、その重要性や有用性の啓発を産業保

健総合支援センターの他、商工会議所など労働安

全衛生以外のルートからも進めることが望まし

い。 

現時点では職場環境改善の方法はさまざまで

あり、できるだけ効果的な職場環境改善の方法を

普及させる必要がある。従業員参加型による職場

環境改善はその有効性に科学的根拠のある対策

であり、本研究で開発されたマニュアルやツール

を活用して従業員参加型職場環境改善が普及す

ることが期待される。しかしながら、同時に従業

員参加型職場環境改善を実施できる人材の養成

も必要である。例えば、産業医、看護職、衛生管

理者、人事労務担当者を対象とした従業員参加型

職場環境改善のファシリテータ研修を全国で実

施、普及させることなどが考えられる。 

２）結果通知、ストレスマネジメントの情報提

供の改善 

ストレスチェックの結果通知、ストレスマネジ

メントの情報提供を労働者にとって有用で効果

的なものとするために、さらなる工夫が望まれる。

現在は、職業性ストレス簡易調査票の標準的な結

果通知（ストレスプロフィール）、労働安全衛生

法に基づくストレスチェック制度実施マニュア

ルに記載の結果通知の方法が使用されていると

想定される。しかしこれだけでは労働者にとって

不十分な可能性がある。労働者がなぜ有用性を感

じていないのかについてさらに詳細な情報を収

集し、結果通知や情報提供の方法を改善すること

が望まれる。性別や年齢、職種によって有用な助

言や情報が異なる可能性もあり、労働者の属性に

応じた結果通知や情報提供を行うことも考えら

れる。結果通知、ストレスマネジメントの情報提
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供の方法についてさらに工夫や技術開発が進め

られる必要がある。 

３）医師による面接指導の実施率の向上と標準

化 

医師による面接指導については、面接指導を受

けた労働者からの報告では、比較的有用性が高か

った。一方で、高ストレス判定者中の医師による

面接指導の実施率は５％未満と低い事業場が多

い。医師による面接指導の実施率を向上させる取

り組みが必要である。医師面接を受けなかった高

ストレス判定者の調査からは、情報提供や面接を

受けやすくするための工夫や配慮がむしろ重要

と思われた。医師による面接指導に関する事業場

の方針、内容や有効性について労働者一般および

高ストレス判定者に対して十分な啓発や情報提

供が行われるべきである。一方、医師面接の内容

の標準化をはかることも重要である。本研究で開

発された「ストレスチェック制度における医師に

よる面接指導のヒント集」を活用し、医師面接の

方法について産業医・その他の医師に情報提供や

研修を実施し、効果的な医師面接が提供されるよ

うにすることも望まれる。 

４）中規模事業場でのストレスチェック制度の

推進 

事業場規模が小さい場合にストレスチェック

および職場環境改善の実施率は低い。中規模事業

場でのストレスチェック制度の取り組みを推進

する方策が必要である。制度が義務化されている

従業員 50 人以上規模の事業場については、制度

の確実な履行を求めると同時に、努力義務である

職場環境改善についても実施を推奨することが

望まれる。 

制度が義務化されていない従業員 50 人未満規

模の事業場についても、本研究では半数以上の事

業場がストレスチェックに取り組んでいたこと

から、従業員 50 人未満規模の事業場におけるス

トレスチェックと職場環境改善の好事例を収集

し周知することで、本制度を普及することが望ま

れる。こうした中小規模事業場向けの周知・啓

発・普及活動は、産業保健総合支援センターの地

域窓口（地域産業保健センター）の他、商工会議

所、中小企業団体関係団体など経済団体のルート

から進めることが考えられる。 

 

Ｅ．結論 

ストレスチェック制度施行２年目にも、実施事

業場の割合および受検率は高く、医師面接の割合

は低かった。職場環境改善の実施は増加傾向にあ

り、労働者の仕事関連ストレスの軽減、生産性の

向上に効果がある可能性が示された。現在推奨さ

れている高ストレス者の判定法の妥当性が異な

る対象者でも再確認された。セルフケア支援、職

場環境改善（導入版と参加型職場環境改善）、医

師による面接指導のマニュアルあるいはヒント

集が完成した。今後の課題として、①結果通知、

ストレスマネジメントの情報提供の方法の改善、

②ストレスチェック後の職場環境改善の普及、特

に効果的な手法の普及、ツール開発、ファシリテ

ータ研修の普及、③医師面接の実施率を向上させ

る取り組み、④中規模事業場での取り組みを推進

する方策があげられた。 
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